
令和２年12月10日
地 方 財 政 審 議 会今後目指すべき地方財政の姿と令和3年度の地方財政への対応等についての意見（概要）

どのような地域であっても、どの時代に
生まれても、住民に安心と安全、幸せを
もたらし、活力溢れる持続可能な地域

目指すべき地域の姿 目指すべき地方財政の姿

持続可能な地方税財政基盤の構築
・一般財源総額の確保 ・偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系 ・地方交付税の機能の適切な発揮
地方財政の健全化
地方税等の大幅な減収が見込まれる中でも、臨時財政対策債の発行額の増加額をできるだけ抑制すべき

感染症への対応と地方財源の減少への対応

 新型コロナウイルス感染症への対応
 新型コロナウイルス感染症への対応に万全を期す必要があるため、

国として必要な財政支援をしっかりと行っていく必要
 保健所の人員体制を強化するため、適切に財政措置を講じるべき

 地方財源の減少への対応
 新型コロナウイルス感染症の影響により、通常の増減収を超えた大幅な減収

が生じている税目を減収補塡債の対象に追加すべき
 所要の公的資金を確保し、地方自治体の資金調達を支援する必要
 地方交付税の法定率分の減少分は全額を国の一般会計加算で補填すべき

地方税財政改革の方向

地方一般財源総額の確保等

 地方の役割を踏まえた一般財源総額の確保
 新型コロナウイルス感染症への対応と地域経済の活性化の両立を

図りつつ、地域のデジタル化、防災・減災対策、国土強靱化等を推進
するための事業費とその財源は、確実に確保すべき

 地方交付税の総額の確保
 臨時財政対策債の発行額をできるだけ抑制するためにも、地方交付税

の総額を適切に確保すべき

ｚ
地方創生の推進

 まち・ひと・しごと創生の推進
 まち・ひと・しごと創生のための

財源を引き続き確保すべき

 地方自治体の経営・財務マネジメントの強化に向けた支援:地方自治体に知識、ノウハウを提供するためのアドバイザーの派遣について拡充していくべき
 公害財特法の失効に伴う対応:制度が終了する場合には、その影響等に対する適切な配慮が必要

地方財政の健全化に資する取組等

地域のデジタル化の推進

 デジタル化の基盤の整備
 マイナンバーカードの普及等デジタル化の基盤の整備を進める必要

 地域におけるデジタル社会の推進
 地方自治体による地域デジタル社会形成に向けた取組を推進すべき

 地方への人の流れの創出
 地方回帰を実現するための

取組を支援すべき

防災・減災対策の推進

 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（仮称）」に
基づく事業に係る地方負担について、適切な財政措置を講じるべき

 緊急自然災害防止対策事業債及び緊急防災・減災事業債について
対象事業を拡充した上で、事業期間を延⾧すべき


